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2018年 5月 14日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は、上げ一服のあと、戻り歩調となった。主力銘柄の決算発表を控えて、一時様子見ムード

が広がったものの、米利上げ観測の後退を受けた米株高を映して、再び上昇基調を取り戻した。物色は業績好

調銘柄に加え、バリュー系銘柄の底上げが見られた。米国市場は、中東情勢への警戒感が意識されたものの、

利上げ観測の後退やハイテク銘柄への見直し買いで、しっかりの展開となった。為替市場でドル円は、米長期債

や原油価格動向を睨みながら、1 ドル 109 円台でもみ合いとなった。ユーロ円は、ドラギ総裁の緩和縮小に慎重

な発言を受け、一時 1ユーロ 129円台前半まで円高が進んだが、その後は切り返した。 

今週の東京市場は、戻りを試す動きが続こう。中東情勢や新興国通貨安がやや懸念されるものの、3 月期決

算がほぼ出揃うことで、買い安心感が広がりやすいほか、為替の円安傾向も追い風となろう。外国人投資家の

買い姿勢も徐々に高まるとみられ、戻り売りをこなしつつ、日経平均は 1 月の戻り高値を目指す動きが続こう。今

期の増益率が高い銘柄やバリュエーション面で割安感の強い銘柄が選別物色されよう。米国市場は経済指標や

原油、長期金利動向を睨みつつ底堅い展開となり、ハイテク銘柄や金融株の株価回復が相場全体を押し上げよ

う。為替市場でドル円は日米金利差拡大を背景に、ドル強含みの展開が続き、1ドル 110円台を試す可能性があ

ろう。ユーロ円は長期債利回りの低下にも歯止めがかかり、1ユーロ 130円を挟んでもみ合いとなろう。 

今週、国内では 16 日＇水（に 1－3 月期 GDP、17日＇木（に 3 月の機械受注、18 日＇金（に 4 月の全国消費者

物価、訪日外国人数が発表される。一方、海外では 15 日＇火（に 4 月の中国鉱工業生産、小売売上高、米小売

売上高、16日に 4月の米住宅着工、鉱工業生産、17日に 4月の米景気先行指数が発表される。 

テクニカル面で日経平均は先週、26 週線や日足一目均衡表の転換線がサポートとなった。また、25 日線と 75

日線は 2月 21日にデッドクロスして以来約 2か月半ぶりに、ゴールデンクロスを示現した。すでに 2月 27日高値

＇22502円（を上回っているうえ、2月 6日に空けた窓(22659円)も埋めたことから、2月 5日に空けた窓(23122円)

が次の戻りめどとなろう。一方、下値めどは日足一目均衡表の転換線(22517円：11日現在)や 26週線(22364円：

同)、抵抗帯上限(22238円：同)などとなろう。(大谷 正之) 
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各種指数の推移 ＇Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成（ 
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☆19年3月期業績見通しが堅調で株価が 13週・26週の両移動平均線の上位に位置する主な銘柄群 

東証 1部 3月期決算で、5月 10日までに決算を発表した銘柄の約 67％に相当する 517銘柄が営業利益ベー

スで今期増益を計画しており、二桁の増益を見込んでいる銘柄も 206 銘柄に達している。株価が 13 週・26 週の

両移動平均線の上位で、テクニカル的に好位置にある銘柄も多数存在しており、注目したい。   ＇野坂 晃一（ 

 

投資のヒント 
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ラウンドワン＇4680（ 
今期の営業利益計画＇115.5億円（は保守的に見える。主に既存店売上高の前提が前年比 0.2％増としているた

め。また、自動受付精算機の導入によるコスト増の抑制、ボーリングエリアの全面リニューアルによる顧客獲得

効果、諸施策による集客増などで米国の損益改善も期待されよう。 

 

オークマ＇6103（ 

今期の営業利益は前年比17.8％増の265億円を計画。円高、原材料価格上昇、先行投資費用増などがあるが、

販売拡大、値上げなどでカバーする見通し。なお、昨年の半ばからリニアガイドなどの部品不足が深刻化、売上

高が受注増に追いつかない状況に陥っていたが、サプライヤーの増産や調達先の拡大などによって足元では落

ち着いてきた模様。 

 

東海カーボン＇5301（ 

今期の営業利益計画を従来の 430億円から 637億円へと大幅な上方修正。黒鉛電極の販売価格上昇、需要好

調やカーボンブラックの販売増加などが続きそうだ。昭和電工＇4004（も上方修正。 

 

三菱ロジスネクスト＇7105（ 

今期の営業利益は前年比 34.7％増の 125億円を見込む。ユニキャリアとの統合効果＇生産面、技術面など（が期

待される他、ＥＣ市場の拡大などで電動＇バッテリー（を中心にフォークリフトの需要増加が見込まれる。なお、原

材料価格の上昇を受け、国内の販売価格を 10年ぶりに値上げする方針。 

 

アサヒグループＨＤ＇2502（ 
第 1四半期の営業利益は前年比 81.8％増の 248億円。Ｍ＆Ａ効果などで海外事業が好調だった。イタリアやオ

ランダなどの西欧やルーマニアなどの売上高が増加した。また、国内酒類事業は値上げなどでビール類販売数

量が前年同期比 7％減尐したものの、コスト削減効果などでカバー出来た。 

 

ヤマハ＇7951（ 

今期の営業利益は前年比 12.6％増の 550億円を見込む。中国市場は 2桁の成長が続くとみられる他、米国の楽

器市場の成長、製品ミックスの改善、市場シェアアップ、値上げ、合理化効果なども期待されよう。また、更なる成

長に向けて戦略投資を実施する方針。インド、インドネシアで新工場を建設する他、国内ではイノベーションセン

ターがオープン＇6月完成予定（。 

 

ヤクルト本社＇2267（ 

今期の営業利益は前年比 7％増の 465億円を計画。ただ、アジアを中心とした乳製品の販売が拡大される他、

価格改定効果を保守的にみていると思われ、上ブレの可能性がありそう。なお、今期の予想配当性向は 18.1％

と低く、今後株主還元の強化に期待したい。 

 

マツモトキヨシＨＤ＇3088（ 
同社の期初会社計画はかなり保守的に出す傾向があると思われるが、今期の営業利益は前年比 5.8％増の 355

億円を見込んでいる。会社側が目指す市場シェアの向上と強固な財務基盤の確立が期待されよう。 

 

ソフトバンクＧ＇9984（ 
スプリントとＴモバイルの統合が実現すれば財務不安の解消に繋がるとみられ、ディスカウント＇含み益などに対

して（の修正に繋がると期待している。 

 

今週の参考銘柄 
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三菱ガス化学＇4182（ 
新中期経営計画では、最終年度＇2021年 3月期（の営業利益を 650億円、経常利益 900億円を目標とした。今

期はスプレッド縮小の影響などにより減益を計画するが、3年後には高水準だった前期実績を上回って過去最高

益更新を見込む。 

 

不二製油グループ＇2607（ 

今期の売上高は前年比 4.7％増の 3220億円、営業利益は同 4％増の 213億円を見込む。国内はコスト増がある

ものの、高付加価値品の販売拡大などでカバー、海外は需要が旺盛な中国で新工場が稼働する他、ブラジルで

の数量回復、欧州での採算改善が予想される。 

 

マンダム＇4917（ 
今期は減収、微増益と前期に比べて鈍化する計画。減収なのは主に海外子会社売上高の組み替えによる影響

＇▲41億円（による。微増益なのは中期的な成長のための基盤整備に積極投資する他、インバウンドの売上拡

大も織り込んでいない計画。 

 

山洋電気＇6516（ 

今期は売上収益 996億円(前年比 11.7％増)、営業利益 110億円(同 25.2％増)を目指す。主力の冷却ファンが工

作機械や半導体製造装置、サーバー向けに引き続き需要拡大が見込まれよう。 

 

ファンケル＇4921（ 

今期は売上高が前年比 5％増、営業利益が同 12.5％増を見込む。将来投資は継続し、広告費は年間 150億円

台を維持する計画。化粧品ではプロモーションの強化、新ブランドの投入や新カテゴリーの強化を行う他、「ボウ

シャ」はグローバル化元年と位置付け、欧州・中近東へ進出していく。サプリは製品の統廃合を実施していく他、

「内脂サポート」、「ディープチャージ コラーゲン」などスター製品を育成する方針。なお、インバウンド売上は前

年比 10％増を見込むが、足元の状況から保守的に見える。 

 

インフォコム(4348 ジャスダック)  
医療機関や企業などへのシステム開発とソフトウェアの販売を手掛ける ITサービス、消費者向けの電子コミック

配信サイト「めちゃコミ」の運営などを手掛けるネットビジネスを手掛ける。前期は、売上高が前年比 9.6％増の

457.7億円、営業利益が同 22.0％増の 58.2億円となり、売上、利益共に過去最高を更新。セグメント別では、IT

サービスが製薬企業向け大型 SI案件などのヘルスケア事業が順調に推移して増収増益。また、ネットビジネス

は、電子コミックの売上高が 200億円を突破したが、海賊版サイトの影響で会社計画を若干下回った＇利益は会

社計画を達成（。今期は、売上高が前年比 9.2％増の 500.0億円、営業利益が同 11.5％増の 65.0億円と連続し

て過去最高を更新する見込み。ITサービスは、大型 SI案件が減尐するものの、引き続きヘルスケア事業が順調

に推移する見通し。ヘルスケア事業では「介護丸ごと IT!」の推進など、IT導入による介護現場の負担軽減に注力

していく方針。ネットビジネスは海賊版サイトの影響が残るものの、独占先行配信コンテンツの拡充やパーソナラ

イズ化の拡大などを行うことで、電子コミックの売上高は 230.0億円を予想。なお、電子書籍「Renta!」を手掛ける

パピレス社との資本業務提携を発表。電子コミック作成業務の共通化、コンテンツの融通、海外展開での協業な

どが予想され、シナジー効果が今後期待される。 

                           ＇増田 克実（ 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

５月１４日＇月（ 
４月企業物価＇８：５０、日銀（ 

４月中古車販売＇１１：００、自販連（ 
４月工作機械受注＇１５：００、日工会（ 

５月１５日＇火（  
３月第３次産業活動指数＇１３：３０、経産省（ 

５月１６日＇水（ 
１～３月期ＧＤＰ＇８：５０、内閣府（ 

３月、１７年度の産業機械受注＇１１：００、産工会（ 
５月１7日＇木（ 
３月機械受注＇８：５０、内閣府（ 

５月１８日＇金（ 
４月全国消費者物価＇８：３０、総務省（ 
４月訪日外国人数＇政府観光局（ 

第８回太平洋・島サミット＇１９日まで、福島県いわき市（ 
 

＜国内決算＞ 

５月１４日＇月（ 
10:00～  デサント<8114> 
11:00～  ダイニック<3551>、三和ＨＤ<5929> 
12:00～  大林組<1802>、大正薬ＨＤ<4581> 
13:00～  日水<1332>、三住道路<1776>、前田建<1824>、住友ベーク<4203>、リョービ<5851> 

【1Q】サカタインクス<4633>、横浜ゴム<5101> 
14:00～  プリマハム<2281>、ラサ工<4022>、持田薬<4534>、日精機<7287>、日証金<8511> 
15:00～  三住建設<1821>、熊谷組<1861>、前田道<1883>、日清粉Ｇ<2002>、三井製糖<2109>、 

寿スピリッツ<2222>、グンゼ<3002>、越紀州<3865>、武田<4502>、日医工<4541>、東和薬品<4553>、 
リゾートトラ<4681>、東映アニメ<4816>、コニカミノルタ<4902>、日製鋼<5631>、横河ブＨＤ<5911>、 
ＣＫＤ<6407>、明電舎<6508>、新電元<6844>、いすゞ<7202>、第一興商<7458>、メディパル<7459>、 
Ｖテク<7717>、メニコン<7780>、ヤオコー<8279>、アイフル<8515>、池田泉州<8714>、 
ソニーＦＨ<8729>、菱地所<8802>、因幡電産<9934> 
【1Q】ＬＩＮＫ＆Ｍ<2170>、井関農<6310>、荏原<6361>、ＴＨＫ<6481>、京葉ガス<9539> 
【3Q】ペプチドリ<4587> 

16:00～  ホウスイ<1352>、大末建<1814>、東亜道<1882>、若築建<1888>、パーカライ<4095>、ジャスト<4686>、
福島工業<6420>、フェローテック<6890>、日産自<7201>、日産車体<7222>、三井住友<8316> 

時間未定 グリコ<2206>、あおぞら<8304> 
５月１５日＇火（  

10:00～  ゴルドウイン<8111> 
12:00～  鹿島<1812>、ＩＩＪ<3774>、エーザイ<4523> 

【1Q】ＤＩＣ<4631> 
13:00～  三井化学<4183>、リクルートＨＤ<6098> 

【1Q】クラレ<3405> 
14:00～  【1Q】ワコールＨＤ<3591>、日本紙<3863>、カーリットＨＤ<4275>、日軽金ＨＤ<5703>、 

三菱Ｕリース<8593>、近鉄ＧＨＤ<9041>、阪急阪神<9042>、東映<9605> 
15:00～  住石ＨＤ<1514>、飛島建<1805>、大気社<1979>、パーソルＨＤ<2181>、住友化<4005>、大日精<4116>、

沢井薬<4555>、ダスキン<4665>、出光興産<5019>、三浦工<6005>、日本郵政<6178>、ＳＭＣ<6273>、
ＴＰＲ<6463>、ＪＤＩ<6740>、かんぽ<7181>、ゆうちょ<7182>、東京精<7729>、サイバＤＹ<7779>、 
Ｈ２Ｏリテイル<8242>、クレセゾン<8253>、みずほＦＧ<8411>、Ｔ＆Ｄ ＨＤ<8795>、 
テーオーシー<8841>、鴻池運輸<9025>、共立メンテ<9616>、王将フード<9936> 
【1Q】東応化<4186>、電通<4324>、日ペインＨＤ<4612>、ノーリツ<5943> 
【2Q】オープンハウス<3288> 
【3Q】あいＨＤ<3076>、アサヒインテック<7747> 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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16:00～  鉄建建設<1815>、東亜建<1885>、飯田ＧＨＤ<3291>、トリドールＨＤ<3397>、洋缶ＨＤ<5901>、 

アイダ<6118>、ノーリツ鋼機<7744>、タカラスタン<7981>、第一生命<8750> 
【1Q】ツバキナカシマ<6464> 

17:00～  三菱ＵＦＪ<8306> 
時間未定 ＲＩＺＡＰ<2928>、ＮＴＮ<6472>、東芝<6502>、スルガ銀<8358> 

５月１８日＇金（ 
14:00～  ＳＯＭＰＯ ＨＤ<8630>、東京海上<8766> 
15:00～  富士フイルム<4901> 
時間未定 ＭＳ＆ＡＤ<8725> 
 

＜海外スケジュール・現地時間＞ 

５月１４日＇月（ 
ＯＰＥＣ月報 
イスラエル建国７０周年。 在イスラエル米大使館をテルアビブからエルサレムに移転予定 

休場  コロンビア＇キリスト教昇天祭（ 
５月１５日＇火（  
中  ４月鉱工業生産・小売売上高 
中  １～４月都市部固定資産投資 
独  １～３月期ＧＤＰ 
欧  １～３月期ユーロ圏ＧＤＰ改定値 

欧  ３月ユーロ圏鉱工業生産 
独  ５月ＺＥＷ景気期待指数 
米  ４月小売売上高 
米  ５月ＮＹ州製造業景況指数 
米  ３月企業在庫 
イスラム教徒ラマダン入り＇１５日頃～６月１４日頃まで（ 

５月１６日＇水（ 
中  ４月７０都市住宅価格 
欧  ４月ユーロ圏消費者物価改定値 
米  ４月住宅着工 
米  ４月鉱工業生産・設備稼働率 

５月１7日＇木（ 

米  ５月フィラデルフィア連銀製造業景況指数 
米  ４月景気先行指数 
休場  ノルウェー＇憲法記念日（ 

５月１８日＇金（ 
独  ４月生産者物価 
欧  ３月ユーロ圏対外貿易収支 

欧  ３月ユーロ圏国際収支 
５月１９日＇土（  
ヘンリー英王子挙式 
第７１回カンヌ国際映画祭授賞式＇仏カンヌ（ 
 

＜海外決算・現地時間＞ 

５月１５日＇火（  
ホーム・デポ 

５月１６日＇水（ 
シスコシステムズ、メーシーズ 

５月１7日＇木（ 
ウォルマート、アプライド・マテリアルズ、ウォルマート、ＪＣペニー 

＇東 瑞輝（ 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1取引の約定代金が 100万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100万円超の場合は 1取引につき 1,080円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1 日定額コース」においては、1 日の約定代金 300万円ごとに 1,620円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％（税込）の取次手数料をご負担いた

だきます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読みへ下さい。これら目論見書等、資料の

ご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2018 年 5 月 11 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2018年 5月 11日 


